
令和４年度 白鷹町事業継続雇用維持給付金支給要綱 

 

（目的） 

第１条 町長は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、帰休を余儀なくされ、法定の

休業手当を支払った事業者に対し、雇用の維持を図るとともに、事業継続に向けた支援

を行うため、白鷹町補助金等の適正化に関する規則（昭和５２年規則第５号）及びこの

要綱の定めるところにより予算の範囲内で給付金を支給する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）雇用調整助成金 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第６２条第１項第１号

並びに雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１０２条の２及び第１０

２条の３の規定に基づく雇用調整助成金をいう。 

（２）緊急雇用安定助成金 令和２年３月１０日付け職発０３１０第２号厚生労働省職業

安定局長通知に基づく緊急雇用安定助成金をいう。 

（３）休業 労働者が、事業所において、所定労働日に労働の意思及び能力を有するにも

かかわらず、当該所定労働日の全一日にわたり労働することができない状態又は当該

所定労働日の所定労働時間内において１時間以上労働することができない状態をいう。 

（４）支給対象となる休業 雇用調整助成金支給要領０３０１ｂ「支給対象となる休業等」

（ただし、教育訓練を除き、０３０１a「支給対象事業主」要件は問わない。）又は緊

急雇用安定助成金支給要領０３０５「支給対象となる休業」（ただし、０３０１「支

給対象事業主」要件は問わない。）に該当する休業をいい、令和４年１月１日から令

和４年１２月３１日までの間の休業に限る。 

 

（支給対象者） 

第３条 本給付金の支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、次の各号の

いずれにも該当する者とする。 

（１）本給付金の支給を受けた後も事業を継続する意思があること。 

（２）本町に主たる事務所又は支店を有し、１年を通して事業を行っていること（新型コ

ロナウイルスの影響等により一時休業、部分休業をしている場合を含む）。 

（３）法定の休業手当を支払っていること。 

 

（給付金の額） 

第４条 給付金の額は、令和４年１月１日から令和４年１２月３１日の間に行われた支給

対象となる休業について、休業延べ日数（対象労働者に係る全日休業の日数に短時間休

業の日数（短時間休業の時間数を所定労働時間数で除したものをいう。）を加えた日数）

に次の各号の単価を乗じて得た額とし、２００万円を上限とする。ただし、算定の対象

となる労働者は、主として白鷹町内で勤務する者に限る。 

 （１）雇用維持要件（令和３年１月８日から申請を行う判定基礎期間の最終日までの期

間において解雇等（解雇予告を含む。）を行っていないこと）に該当する場合 ２，

０００円 

 （２）（１）以外  １，６００円 

２ 前項の規定にかかわらず、前項の規定により算定された額が、１，６００円以上２万

円未満の場合にあっては、給付金の額は２万円（既申請の給付金額が１９８万円を超え

る場合は、２００万円から既申請の給付金額を差し引いた金額）とする。 



 

（支給の申請） 

第６条 給付金の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次の表に掲げ

る申請期限までに給付金申請書（様式第１号）に別表に掲げる書類を添付して、町長に

提出しなければならない。 

区分 申請期限 

令和４年１月１日から令和４年３月３１日の間

に行われた休業にかかる分 

令和４年１０月３１日 

令和４年４月１日から令和４年６月３０日の間

に行われた休業にかかる分 

令和４年１０月３１日 

令和４年７月１日から令和４年９月３０日の間

に行われた休業にかかる分 

令和５年１月３１日 

令和４年１０月１日から令和４年１２月３１日

の間に行われた休業にかかる分 

令和５年２月２４日 

２ 本給付金の申請は、前項の表のそれぞれの区分ごとに１回限りとする。 

 

（給付金の支給決定） 

第７条 町長は、前条の規定による給付金の支給申請があったときは、当該申請に係る審

査を行い、給付金を支給すべきものと認めた場合は、給付金の支給決定を行い、規則第

７条の規定により申請者に通知するものとする。 

 

（取り消し等） 

第８条 町長は、給付金の支給を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、支

給決定を取り消し、又は既に支給した給付金の一部若しくは全部を返還させるものとす

る。 

 （１）虚偽の申請又は不正行為をしたとき 

 （２）この要綱の規定又は支給の決定に付した条件に違反したとき 

 （３）関係資料の提示及び調査等について、町長の指示に従わなかったとき 

２ 本給付金の支給を受けた事業主が不正受給を行った場合、返還額に加え、当該返還額

の２割に相当する額を支払う義務を負うものとする。 

 

（関係書類の保管） 

第９条 本給付金の支給を受けた者は、証拠書類を整理し、給付金の支給を受けた年度の

翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

 

（調査等） 

第１０条 町長は、給付金の支給を受けた者に対して、必要に応じて調査を行い、又は報

告を求めることができる。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年６月３０日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年１２月１５日から施行する。 



別表 

 

給付金支給申請書（様式第１号）に添付する書類 

 

区分 添付書類 

１ 共通 ① 振込先口座がわかる通帳等の写し 

（通帳表紙及び通帳裏表紙（カタカナ口座名義がわかる部分）等） 

 

２ 雇用調整助成金

又は緊急雇用安定

助成金の支給決定

を受けている休業

にかかる分 

② 雇用調整助成金又は緊急雇用安定助成金の支給決定通知書の

写し 

（休業延べ日数算定にかかる全てのもの） 

 

③ ②に係る雇用調整助成金又は緊急雇用安定助成金の支給申請

書の写し 

（休業延べ日数算定にかかる全てのもの） 

 

【小規模事業主以外の場合のみ】 

④ ②に係る雇用調整助成金又は緊急雇用安定助成金の助成額算

定書の写し 

 

⑤ ②に係る雇用調整助成金又は緊急雇用安定助成金の休業実績

一覧表（又は休業・教育訓練実績一覧表）の写し 

 

【⑤の判定基礎期間に支給対象外となる月が含まれる場合のみ】 

⑥ 休業延べ日数内訳表（様式第２号） 

 

 

３ 雇用調整助成金

又は緊急雇用安定

助成金の支給決定

を受けていない休

業にかかる分 

 

⑦ 休業実績一覧表（様式第３号） 

 ※支給決定を受けていないものの、雇用調整助成金等を申請予

定又は申請中の事業主にあっては、雇用調整助成金等の様式

でも可。 

 

⑧ 休業手当や賃金の額、勤務状況がわかる書類 

 （原則、労働基準法第１０８条に基づく賃金台帳の写し） 

 

【役員等いる場合のみ】 

⑨ 役員等の一覧（様式第４号） 

 （生年月日がわかるもの） 

 

【⑦の判定基礎期間に支給対象外となる月が含まれる場合のみ】 

⑩ 休業延べ日数内訳表（町様式第２号） 

 

 

※ 通帳等の写しについて、令和４年度白鷹町事業継続雇用維持給付金（１月～６月分）の

支給を受けた事業者において、同一の口座に振込を希望する場合は、省略可。 

※ 上記のほか確認のため追加で資料を提出いただく場合があります。 


